
健が発０３２９第３号 

平成２５年３月２９日 

 

都道府県 

各  政 令 市   衛生主管部（局）長 殿 

   特 別 区 

 

 

厚生労働省健康局がん対策・健康増進課長    

 

 

 

特定給食施設における栄養管理に関する指導及び支援について 

 

 

特定給食施設の栄養管理に関しては、健康増進法（平成１４年法律第１０３

号。以下「法」という。）に基づき実施されているところである。 

平成２５年度から開始する健康日本２１（第二次）の推進に当たり、特定給

食施設における栄養管理に関する指導及び支援については、下記の事項に留意

の上、対応方よろしくご配慮願いたい。 

なお、特定給食施設の指導等に係る事務は、都道府県（政令市及び特別区を

含む。以下同じ。）の自治事務（地方自治法第２条第８項）であり、本通知は、

地方自治法第２４５条第１項の技術的助言であることを付言する。 

また、本通知の施行に伴い、平成１５年４月３０日付け健習発第０４３００

０１号厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室長通知「健康増進法等の施行

について（特定給食施設関係）」は廃止する。 

 

記 

 

第１ 特定給食施設に関する指導及び支援に係る留意事項について 

 

 １ 現状分析に基づく効率的・効果的な指導及び支援について 

(1) 管理栄養士又は栄養士の配置状況を分析し、未配置施設に対して効率的

な指導計画を作成し、指導・支援を行うこと。 

(2) 利用者の身体状況の変化などの分析により栄養管理上の課題が見られ

る施設に対して、課題解決に資する効果的な指導計画を作成し、指導・

支援を行うこと。 

(3) 病院及び介護老人保健施設については、管理栄養士がほぼ配置されてい

ること、医学的な栄養管理が個々人に実施されていることから、個別指

導の対象とするのではなく、必要に応じて、地域の医療等の質の向上を

図る観点から専門職としての高度な技能の確保に向けた取組について、

職能団体の協力が得られるよう調整を行うこと。 



(4) 事業所については、利用者に応じた食事の提供とともに、特定健診・特

定保健指導等の実施もあわせ、利用者の身体状況の改善が図られるよう、

指導・支援を行うこと。 

(5) 特定給食施設に対し、栄養管理の状況について報告を求める場合には、

客観的に効果が評価できる主要な項目とすること。例えば、医学的な栄

養管理を個々人に実施する施設に対し、給与栄養目標量や摂取量の平均

的な数値の報告を求める必要性は乏しいこと。また、求めた報告につい

ては、的確に評価を行い、管内施設全体の栄養管理状況の実態やその改

善状況として取りまとめを行い、関係機関や関係者と共有する体制の確

保に努めること。 

(6) 栄養改善の効果を挙げている好事例を収集し、他の特定給食施設へ情報

提供するなど、効果的な実践につながる仕組みづくりに努めること。 

 

 ２ 特定給食施設における栄養管理の評価と指導計画の改善について 

  (1) 管理栄養士又は栄養士の配置状況、利用者の身体状況の変化など栄養

管理の状況について、評価を行うこと。 

  (2) 施設の種類によって管理栄養士等の配置率が異なることから、施設の

種類別に評価を行うなど、課題が明確となるような分析を行うこと。な

お、学校への指導については、教育委員会を通じて行うこと。 

  (3) 評価結果に基づき、課題解決が効率的・効果的に行われるよう、指導

計画の改善を図ること。 

  (4) 評価結果を改善に生かすために、栄養管理上の課題が見られる場合に

は、施設長に対し、課題解決への取組を促すこと。また、栄養管理を担

う職員について、専門職としての基本的な技能の確保を図る必要がある

場合には、職能団体の協力が得られるよう調整を行うこと。 

 

 ３ その他、指導及び支援に係る留意事項について 

(1)健康危機管理対策の一環として、災害等に備え、特定給食施設が担う役

割を整理し、施設内及び施設間の協力体制の整備に努めること。 

(2)特定給食施設以外の給食施設に対する指導及び支援に関しては、地域全

体の健康増進への効果の程度を勘案し、より効率的・効果的に行うこと。 

 

第２ 特定給食施設が行う栄養管理に係る留意事項について 

 

 １ 身体の状況、栄養状態等の把握、食事の提供、品質管理及び評価につい

て 

  (1) 利用者の性、年齢、身体の状況、食事の摂取状況及び生活状況等を定

期的に把握すること。 

 (2)(1)で把握した情報に基づき給与栄養量の目標を設定し、食事の提供に

関する計画を作成すること。 

 (3) (2)で作成した計画に基づき、食材料の調達、調理及び提供を行うこと。 

(4) (3)で提供した食事の摂取状況を定期的に把握するとともに、身体状況



の変化を把握するなどし、これらの総合的な評価を行い、その結果に基

づき、食事計画の改善を図ること。 

 

 ２ 提供する食事（給食）の献立について  

(1) 給食の献立は、利用者の身体の状況、日常の食事の摂取量に占める給食

の割合、嗜好等に配慮するとともに、料理の組合せや食品の組合せにも

配慮して作成するよう努めること。 

(2) 複数献立や選択食(カフェテリア方式)のように、利用者の自主性により

料理の選択が行われる場合には、モデル的な料理の組合せを提示するよ

う努めること。 

 

 ３ 栄養に関する情報の提供について 

  (1) 利用者に対し献立表の掲示や熱量、たんぱく質、脂質及び食塩等の主

要栄養成分の表示を行うなど、健康や栄養に関する情報の提供を行うこ

と。 

   (2) 給食は、利用者が正しい食習慣を身に付け、より健康的な生活を送る

ために必要な知識を習得する良い機会であり、各々の施設に応じ利用者

等に各種の媒体を活用するなどにより知識の普及に努めること。 

    

 

 ４ 書類の整備について 

(1) 献立表など食事計画に関する書類とともに、利用者の身体状況など栄

養管理の評価に必要な情報について適正に管理すること。 

    (2) 委託契約を交わしている場合は、委託契約の内容が確認できるよう委

託契約書等を備えること。 

 

  ５  衛生管理について 

  給食の運営は、衛生的かつ安全に行われること。具体的には、食品衛生

法（昭和２２年法律第２３３号）、「大規模食中毒対策等について」（平

成９年３月２４日付け衛食第８５号生活衛生局長通知）の別添「大量調理

施設衛生管理マニュアル」その他関係法令等の定めるところによること。 

 

 ６ 災害等の備えについて 

   災害等に備え、食糧の備蓄や対応方法の整理など、体制の整備に努める

こと。 

 

第３ 健康日本２１（第二次）の個別目標の評価基準に係る留意事項について 

 

健康日本２１（第二次）の目標である「利用者に応じた食事の計画、調理及

び栄養の評価、改善を実施している特定給食施設の割合の増加」に関する評価

については、下記の基準を用いて行うこと。 

 



(1) 「管理栄養士又は栄養士」の配置状況（配置されていること） 
(2) 「肥満及びやせに該当する者の割合」の変化の状況（前年度の割合に対

して、増加していないこと）。なお、医学的な栄養管理を個々人に実施す
る施設は、対象としないこと。 

 
第４ 管理栄養士を置かなければならない特定給食施設の指定について 

 

 法第２１条第１項の指定の対象施設について 

 法第２１条第１項の規定により管理栄養士を置かなければならない特定

給食施設として、健康増進法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号。

以下「規則」という。）第７条に、 

・医学的な管理を必要とする者に食事を提供する特定給食施設であって、

継続的に１回３００食以上又は１日７５０食以上の食事を供給するもの

（第７条第１号） 

・それ以外の、管理栄養士による特別な栄養管理を必要とする特定給食施

設であって、継続的に１回５００食以上又は１日１５００食以上の食事を

供給するもの（第７条第２号） 

が規定されたが、これらの施設を指定する場合の運用の留意点は以下のと

おりである。 
 
  １ 規則第７条第１号の指定の対象施設（一号施設）について 

 (1) 規則第７条第１号に掲げる特定給食施設（以下「一号施設」という。）

とは、病院又は介護老人保健施設に設置される特定給食施設であって

１回３００食以上又は１日７５０食以上の食事を供給するものをいう

こと。 

   (2) なお、一号施設は、許可病床数３００床以上の病院又は入所定員３

００人以上の介護老人保健施設に設置されている特定給食施設（法第

２１条第１項の指定の対象施設となる特定給食施設が病院及び介護老

人保健施設並びにこれら以外のものを対象として食事を供給する場合

（病院及び介護老人保健施設のみを対象として食事を供給する場合を

含む。）には、当該特定給食施設が給食の対象とする病院許可病床数

及び介護老人保健施設の入所定員の合計が３００以上とする。）をい

うこと。 
 
２ 規則第７条第２号の指定の対象施設（二号施設）について 

 (1) 規則第７条第２号に掲げる特定給食施設（以下「二号施設」という。）

とは、 

・生活保護法第３８条に規定する教護施設及び更生施設 

・老人福祉法第５条の３に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホー

ム及び軽費老人ホーム 

・児童福祉法第３７条に規定する乳児院、同法第４１条に規定する児

童養護施設、同法第４２条第１号に規定する福祉型障害児入所施設、

同法第４３条の２に規定する情緒障害児短期治療施設、同法第４４



条に規定する児童自立支援施設 

・独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法第１１条第

１項の規定により設置する施設 

・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

条第１２項に規定する障害者支援施設 

・事業所、寄宿舎、矯正施設、自衛隊等（以下「事業所等」という。） 

であって、１回５００食以上又は１日１５００食以上の食事を供給す

るものをいうこと。 

 (2) 法第２１条第１項の指定の対象施設となる特定給食施設が一号施

設及び二号施設又は複数の二号施設を対象として食事を供給する場合

にあっては、１(2)に該当する場合を除き、これらの施設に供給する食

事数の合計が１回５００食以上又は１日１５００食以上である場合に

は、二号施設とみなされること。 

     この場合、病院又は介護老人保健施設に対し１回に供給する食事数

については、許可病床数又は入所定員数（１日に供給する食事数につ

いては、許可病床数又は入所定員数の３倍の数）とみなして取り扱う

ものとすること。 

   (3) 一号施設及び二号施設以外のものをも対象として食事を供給する

特定給食施設にあっては、１(2)に該当する場合を除き、一号施設及び

二号施設に供給する食事数が１回５００食以上又は１日１５００食以

上である場合には、二号施設とみなされること。 

 この場合、病院及び介護老人保健施設に対し供給する食事数の算定

の方法については、（2）の後段で示した取扱いに準じて取り扱うこと。 

 

  ３ その他社会福祉施設等に食事を供給する特定給食施設について 

      (1) 法第２１条第１項の指定の対象施設となる特定給食施設が法令等

により栄養士を必置とされている複数の社会福祉施設及び児童福祉施

設（以下「社会福祉施設等」という。）に限り食事を供給するものに

あっては、それぞれの社会福祉施設等に配置されている栄養士が各施

設において栄養業務を行っていることに鑑み、法第２１条第１項の指

定の対象施設となる社会福祉施設等に供給される食事数が１回５００

食以上又は１日１５００食以上となるものがある場合には、二号施設

とみなされること。 

 (2) 事業所等に対し食事を供給する特定給食施設にあっては、当該給食

施設により事業所等に供給される食事が主として事業所等に勤務又は

居住する者により喫食され、かつ、事業所等で勤務又は居住する者の

概ね８割以上が当該給食施設で供給する食事を喫食するものであって

１回５００食以上又は１日１５００食以上供給する場合、二号施設と

みなされること。 

 


